
（参 考） 

平成３１年度地方債計画について 

平成３１年度地方債計画については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足

に対処するための措置を講じ、また、地方公共団体が防災・減災・国土強靱化のための緊急対策、

公共施設等の適正管理及び地域の活性化への取組み等を着実に推進できるよう、所要の地方債資

金の確保を図ることとするとともに、東日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所

要額についてその全額を公的資金で確保を図ることとして、通常収支分、東日本大震災分のそれ

ぞれについて策定している。 

１ 通常収支分 

(1) 概況

総額は１２兆５６億円となり、前年度に比べて３，６００億円、３．１％の増となって

いる。 

このうち、普通会計分は９兆４，２８２億円で、前年度に比べて２，０９６億円、 

２．３％の増、公営企業会計等分は２兆５，７７４億円で、前年度に比べて１，５０４億

円、６．２％の増となっている。 

(2) 臨時財政対策債の発行

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債３兆

２，５６８億円（前年度に比べて７，２９７億円、１８．３％の減）を計上している。 

(3) 防災・減災・国土強靱化のための緊急対策の推進

① 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定、

以下「３か年緊急対策」という。）」に基づく補助事業等の着実な推進のため、防災・

減災・国土強靱化緊急対策事業を創設することとし、６，０８４億円を計上している。 

② 地方公共団体が、「３か年緊急対策」に基づく事業と連携しつつ、緊急に自然災害を

防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、緊急自然災害防止対策事業を

創設することとし、３，０００億円を計上している。 

(4) 緊急防災・減災事業の推進

地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、

緊急防災・減災事業５，０００億円を計上している。 

(5) 公共施設等の適正管理の推進

地方公共団体が、引き続き公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、

公共施設等適正管理推進事業において、長寿命化に係る事業の対象を拡大することとし、 

４，３２０億円を計上している。 

(6) 過疎対策事業の推進

過疎地域の自立促進のための施策を推進するため、過疎対策事業を充実することとし、

４，７００億円を計上している。 



(7) 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

住民生活に密接に関連した地方公営企業の社会資本の整備を着実に推進するため、上水

道、下水道の広域化等の取組み、「３か年緊急対策」及び事業の実施状況等を踏まえ、所

要額を計上している。 

(8) 公営企業会計の適用の推進

地方公営企業への公営企業会計の適用が円滑に実施されるよう、公営企業会計の適用に

要する経費について、公営企業債の対象とすることとし、所要額を計上している。 

(9) 地方債資金の確保

公的資金については、前年度と同程度の公的資金を確保するとともに、民間等資金につ

いては、その円滑な調達を図るため、市場公募地方債の発行を引き続き推進することとし

ている。 

(10) 財政融資資金の償還期間の延長

① 学校教育施設等整備事業（幼稚園その他の学校施設及び社会体育施設）について、

２０年以内（うち据置３年以内）を２５年以内（うち据置３年以内）に延長することと

している。 

② 一般廃棄物処理事業について、１５年以内（うち据置３年以内）を２０年以内（うち

据置３年以内）に延長することとしている。 

(11) 地方公共団体金融機構資金の償還期間の延長等

① 学校教育施設等整備事業（幼稚園その他の学校施設等）及び社会福祉施設整備事業に

ついて、２０年以内（うち据置３年以内）を２５年以内（うち据置３年以内）に延長す

ることとしている。 

② 一般廃棄物処理事業について、１５年以内（うち据置３年以内）を２０年以内（うち

据置３年以内）に延長することとしている。 

③ 過疎対策事業（診療施設）について、地方公共団体金融機構資金を配分することとし

ている。 

２ 東日本大震災分 

(1) 概況

復旧・復興事業として総額２８億円を計上している。

(2) 地方債資金の確保

東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとして

いる。 



【参考１】通常分・特別分の状況（通常収支分と東日本大震災分の合計） 

（単位：億円、％）    

区 分
平成３１年度 

(A) 

平成３０年度 

(B) 

増 減 額 

(A)-(B) (C) 

増 減 率 

(C)/(B)×100 

普通会計分 

通  常  分 

特 別 分 

臨時財政対策債 

財 源 対 策 債 

退 職 手 当 債 

調 整

９４，２９４ 

５２，９２６ 

４１，３６８ 

３２，５６８ 

７，９００ 

８００ 

１００ 

９２，２１８ 

４３，５５３ 

４８，６６５ 

３９，８６５ 

７，９００ 

８００ 

１００ 

２，０７６ 

９，３７３ 

△ ７，２９７

△ ７，２９７

０ 

０ 

０ 

２．３ 

２１．５ 

△ １５．０

△ １８．３

０．０ 

０．０ 

０．０ 

公営企業会計等分 ２５，７９０ ２４，２９１ １，４９９ ６．２ 

総 計 

通 常 分

特 別 分

１２０，０８４ 

７８，７１６ 

４１，３６８ 

１１６，５０９ 

６７，８４４ 

４８，６６５ 

３，５７５ 

１０，８７２ 

△ ７，２９７

３．１ 

１６．０ 

△ １５．０

（注）公営企業会計等分はすべて通常分である。 

【参考２】地方債資金の構成内訳（通常収支分と東日本大震災分の合計） 

（単位：億円、％）    

区   分 

平成３１年度計画 平成３０年度計画 差 引 増 減 率 

(A) 

構成比 

(B) 

構成比 (A)-(B) 

(C) 

(C)/(B) 

×100 

公 的 資 金 

財 政 融 資 資 金 

地方公共団体金融機構資金 

（国の予算等貸付金） 

民 間 等 資 金 

市 場 公 募 

銀 行 等 引 受 

47,920 

29,527 

18,393 

(  286) 

72,164 

39,400 

32,764 

39.9 

24.6 

15.3 

- 

60.1 

32.8 

27.3 

45,901 

28,102 

17,799 

(  280) 

70,608 

38,200 

32,408 

39.4 

24.1 

15.3 

- 

60.6 

32.8 

27.8 

2,019 

1,425 

594 

(  6) 

1,556 

1,200 

356 

4.4 

5.1 

3.3 

( 3.3) 

2.2 

3.1 

1.1 

合   計 120,084 100.0 116,509 100.0 3,575 3.1 

（注）１ 市場公募地方債については、借換債を含め 7兆 900 億円（前年度比 2,100 億円、3.1％増） 

を予定している。 

２ 国の予算等貸付金の（ ）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を 

財源とするものであって合計には含めていない。 
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